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８生私行第６４４号 

令和８年５月２２日 

 

各学校法人理事長 殿 

東京都生活私学部長 

服部 勇樹 

（公印省略） 

 

 

計算書類及びその附属明細書等並びに収支予算書等の提出について（依頼） 

 

日頃から東京都の私学行政に御協力いただき、誠にありがとうございます。 

私立学校振興助成法第 14 条第４項に基づく計算書類及びその附属明細書等並びに収支予算

書等の提出につきまして、下記のとおりお知らせいたしますので、よろしくお取り計らいくだ

さいますようお願いします。 

 

記 

 

１ 提出書類について 

（１）計算書類及びその附属明細書等並びに収支予算書 

【私立学校振興助成法第 14 条第４項による】 

ア 提出書類 

（ア）送付状【別添様式第１号】 

（イ）計算書類及びその附属明細書（令和７年度） 

（ウ）事業活動収支内訳表、資金収支内訳表、人件費支出内訳表 

（エ）収支予算書（令和８年度）（提出済の場合は不要） 

（オ）補正収支予算書（令和８年度及び令和７年度 ※作成済で未提出のものがある場合） 

（カ）令和７年度学校法人計算書類チェックリスト【様式２】 

※他道府県知事所轄法人も必ず提出してください。 

イ 部数 

各１部 

 

（２）令和７年度固定資産の取得・処分状況 

   【令和 4 年 3 月 11 日付 3 生私行第 4386 号通知による】 

ア 提出書類 

令和７年度固定資産の取得・処分状況【様式３】 

イ 部数 

１部 

 

（３）令和８年度学校法人等基礎調査 

  【日本私立学校振興・共済事業団の依頼による】 

※都知事所轄法人のみ提出してください。 

  ア 提出書類 

  （ア）調査票区分１    学校法人等の概要（令和８年 5 月 1 日現在） 

  （イ）調査票区分２、３  資金収支計算書（令和７年度） 
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  （ウ）調査票区分４    事業活動収支計算書（令和７年度） 

  （エ）調査票区分５    貸借対照表（令和７年度） 

  （オ）令和８年度学校法人等基礎調査チェックリスト【様式４】 

  イ 部数 

    各１部 

  ウ 作成方法 

    「学校法人等基礎調査 説明書」及び「書類作成上の留意事項」を参照して 

ください。 

 

（４）提出書類の様式 

   各提出書類の様式（上記（１）ア(イ)～(オ)を除く。）の電子データは、それぞれ下記

のサイトから入手してください。 

  ア 様式１～４、Ａ表及び書類作成上の留意事項等 

    東京都生活文化局ホームページ 

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/shigaku/youshiki.html  

   

イ 学校法人等基礎調査調査票、説明書及び記入例 

    日本私立学校振興・共済事業団ホームページ 

https://www.shigaku.go.jp/s_tc07.htm  

   

２ 提出について 

（１）提出期限について 

「令和８年度私立学校教育助成金調査表等提出日程」で指定した日までに、Ａ表と併せて

学校会計指導担当宛に御提出ください。 

（２）提出方法について 

  郵送により御提出ください。 

＜送付先＞ 

   〒163-8001 新宿区西新宿２－８－１ 都庁第一庁舎１８階 

   東京都生活文化局私学部私学行政課学校会計指導担当 

 

３ その他 

私立学校法に定める財産目録、事業報告書、役員等名簿及び役員に対する報酬等の支給の

基準については、東京都に提出する必要はありません。 

財産目録は、会計監査人設置学校法人等で、会計監査報告が、計算書類及びその附属明細

書の監査に係る会計監査報告と、財産目録の監査に係る会計監査報告が一体となって作成さ

れる場合には提出してください。 

 

４ 問い合わせ先 

（１）計算書類等の作成に関すること 

東京都生活文化局 私学部私学行政課学校会計指導担当 波多野、袴田   

電 話 ０３－５３８８－３１９５   メール S1161502@section.metro.tokyo.jp 

（２）学校法人等基礎調査に関すること 

    日本私立学校振興・共済事業団 私学経営情報センター 私学情報室 

    電話 ０３－３２３０－７８４０～７８４４ 


